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資産(※1) ９９，２１７ （▲１，０９０） 経常費用 ２６，７３５ （▲２７８）

（主なもの） （主なもの）

土地 ４９，０９３ （　 　　　　５） 人件費 １３，４２８ （▲１５４）

建物等 ２５，２９７ （　　▲２４５） うち常勤教員人件費 ６，９７９ （▲２４３）

設備・図書等 １１，８３９ （　 　▲１５８） 診療経費 ５，４７１ （　 ２７３）

研究経費 ２，８６９ （　▲１１）

負債 ２９，７２３ （　　▲６５１） 受託研究費等 １，８０１ （　　 ２７）

（主なもの） 教育経費 １，４１０ （▲２１３）

借入金 ９，５５３ （　　▲４３２）

資産見返負債 １０，４５８ （　　   ３７５） 経常収益 ２７，５３０ （　 １７２）

寄附金債務 ２，２２９ （　　   １４０） （主なもの）

運営費交付金収益 １０，５１２ （▲５４８）

純資産 ６９，４９３ （　　▲４３９） 附属病院収益 ８，４９３ （　 ６６４）

（主なもの） 学生納付金収益 ３，４３０ （　　 ３０）

政府出資金 ６０，５４９ （　　 　 ▲１） 受託研究等収益等 １，８２８ （　▲２３）

資本剰余金 ５，４２０ （　　 ▲２９２） 補助金等収益 ８０１ （　▲７２）

前中期目標期間繰越積立金(※2) ２，６５４ （　 ２，６５４）

目的積立金(※3) ０ （　　▲２８１） 経常利益(※4) ７９５ （　 ４５１）

積立金(※3) ０ （▲１，９５７） 臨時損失 ８４ （　　 １０）

当期未処分利益(※3) ７６５ （　　▲５８９） 臨時利益(※5) ２７ （▲７６３）

目的積立金取崩額 ０ （▲２９２）

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ３１ （　　 ３１）

当期総利益 ７７１ （▲５８３）

　※1   対前年度からの減少は、現金及び預金が積立金の国庫納付（734億円）等で減となった。

　※2 　第１期中期目標期間（平成16～21年度）の積立金のうち、第２期中期目標期間へ繰越をした期末残額である（この額には、会計処

 　　　理上の形式的･観念的利益であり、法人に現金等が残っていないもの（2,417億円）が含まれる。）。

　※3　 前年度分は、積立金の処分によって繰越（※2）又は国庫納付となった。
　※4　 経常利益とは、経常収益から経常費用を差し引いた額であるが、国立大学法人等の場合は、業務を行うために必要な経費を予算
　 　　化し（＝収益）、使用している（＝費用）。 従って、基本的に予算の範囲内で業務を行うことが前提となるため、通常、経営が厳しくても

　　　 経常利益がマイナスにならない構造である。

  ※5   前年度は、中期目標期間の最終年度特有の処理として、運営費交付金債務 （第１期中期目標期間の不要となった累計額等）を収
 　    益化した額（759億円）が含まれる。

損益計算書貸借対照表

国立大学法人等の平成２２事業年度決算等について 

 
１．平成２２事業年度の主要な財務諸表の概要 

* 単位は、億円。単位未満切り捨て。 

* 金額は、86 国立大学法人及び４大学共同利用機関法人の合計。 

* （ ）内は、対前年度増減。 

＜ポイント＞ （詳細は「２．財務状況の特色」以降を参照。） 
○ 教育研究活動にかかる経費は、運営費交付金の減少に対し、競争的資金や附属病院

収入等の獲得、更に、人件費等節減の経営努力により確保。 
○ 常勤教職員の人件費は附属病院を除き大きく減少し、今後、教育研究や若手教員へ

の影響が懸念。 
○ 東日本大震災の影響による業務の中断や損失等。
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２．財務状況の特色 

（１）総事業費 

・ 前中期目標期間（平成 16～21 年度）から継続して、基盤的財源である運営費交付

金は、年々減少しているが、競争的資金や附属病院収入を中心とした財源の獲得に

より、全体の収益は増加している。さらに、人件費や一般管理費の減少も加わり、

教育研究にかかる経費を確保している。 

・ 引き続き、各法人における特性及び規模による違いも踏まえた、経費の節減や自

己収入の獲得などにより、教育研究活動を維持・向上するための運営が重要である。 

 

（参考１）経常費用の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(※1) 経年比較において、平成 17～20 年度平均としたのは、法人化初年度及び中期目標期間最終年度の特殊性を考慮

して除外した参考値である（以降同じ）。 

(※2) 平成 21 年度は、補正予算及び目的積立金等を活用した教育研究設備の整備等に伴い、平年より大きく費用が発

生している。 

(※3) 診療経費及び附属病院の教職員人件費の合計額である。 

 
（参考２）経常収益の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(※) 競争的資金等は、補助金等収益、受託研究等収益等、寄附金収益、研究関連収益及びその他の自己収入の合計である。  

(※2) 
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（２）人件費（附属病院を除く。） 

・ 総人件費改革（平成 18～22 年度の 5年間で 5％以上）に基づく新規採用の抑制な

どの取組みにより、常勤教職員の人件費は法人化時より大きく減少している。一方

で、非常勤教職員の人件費は増加し、業務に支障が生じないように配慮がなされて

いる。 

・ 特に、常勤教員人件費の抑制は、若手研究者に大きなしわ寄せとなって表れてお

り、今後もこの傾向が継続すると、若手研究者のアカデミック離れの加速など、将

来の教育研究機能に対する影響が懸念される。 

 
（参考１）教職員人件費（附属病院以外）の推移 

（単位：億円）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 22-16年度

教　員 6,816 6,910 6,882 6,606 6,564 6,486 6,209 ▲ 607

職　員 2,492 2,415 2,412 2,438 2,351 2,265 2,198 ▲ 294

小　計 9,308 9,325 9,294 9,044 8,915 8,751 8,407 ▲ 901

教　員 259 262 285 323 384 457 492 233

職　員 434 439 442 464 509 594 624 190

小　計 693 701 727 787 893 1,051 1,116 423

教　員 7,075 7,172 7,167 6,929 6,948 6,943 6,701 ▲ 374

職　員 2,926 2,854 2,854 2,902 2,860 2,859 2,822 ▲ 104

合　計 10,001 10,026 10,021 9,831 9,808 9,802 9,523 ▲ 478

年　度

常
勤

非
常
勤

合
計

 

 

（参考２）教員・職員別、常勤・非常勤別人件費の増減状況 

教員人件費（附属病院以外）
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＊  平成 16 年度を 100 とした場合の増減を表したもの。

＊  人件費には、退職一時金を含んでいる。 
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（参考３）国立大学法人における大学教員の年齢層別分布状況 
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 合　 計52,692人

 平均年齢　48.4歳

※ 各法人の公表する給与水準資料などを元に作成。 
※ 対象職員は、平成 22 年度において給与を減額（欠勤、病気休職等による減額、新規採用による期末・勤勉等の減額

等）されることなく支給された常勤の教育職員（大学教員）とし、常勤の職員には、年俸制適用者並びに年俸制以外

の在外職員（外国勤務者）、任期付職員及び再任用職員（当該法人の定年年齢を超えて採用されている職員）を含まな

い。 
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（３）施設・設備の整備 

・ 平成 21 年度において、補正予算、目的積立金及び競争的資金を活用して、設備の

整備水準が向上した要因などにより、平成 22 年度の減価償却費が増加している。 

・ 平成 20 年度以降、減価償却費が増加し、設備を中心に更新が進捗しつつある状況

と窺える。一方で、法人化当初の平成 16 年度は、既存の資産を承継したものが多く、

施設・設備の老朽化・陳腐化が進んでいる状況と考えられ、安定的な財源確保が重

要である。 

 
（参考１）減価償却費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
（参考２）国立大学法人等施設の老朽化の状況 

* 安全性・機能性に問題があり、改修が必要な老朽施設は全体の約4割である。 

 

（参考３）施設整備予算等の推移 

 

 

 

 

 

(※1) 平成 22 年度の「寄附金、目的積立金等」の数値には、東日本大震災の被災地域にあたる 2 法人は含まれていない。 
(※2) 「当初予算等」は、国立大学法人施設整備費補助金のうち、「文教施設費」、国立大学財務・経営センター貸付事業のうち

「文教施設費」、及び独立行政法人国立大学財務・経営センター法第 13 条第 3号の規定により文部科学大臣が定めた金額の

合計額を計上している。 
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（４）附属病院の財務状況 

・ 国立大学附属病院は、診療に係る施設整備等について、主として財政融資資金から

の借入金で整備しているが、原則としてその返済は、各法人の附属病院収入から行う

こととなっている。 

    ただし、附属病院収入が診療経費と借入金返済額の合計額に満たない法人に対して

は、病院の診療機能に支障を来さないように附属病院運営費交付金を措置しているが、

附属病院収入増など、経営努力を反映して、大幅に減少している（平成 16 年度：35

病院に 584 億円→平成 22 年度：12 病院に 186 億円）。 

・ 平成 22 年度は、診療報酬が 10 年ぶりのプラス改定や経営努力を反映し、附属病院

収益が 8,489 億円（対前年度比 662 億円（8.5%）の増加）となった一方で、診療経費

が 5,470 億円（対前年度比 273 億円（5.3%）の増加）となったため、損益上は 556 億

円と対前年度比 261 億円（88.6%）増加した。 

この損益には、国立大学法人会計基準による固有の会計処理等に起因する利益 209

億円が含まれ、他の現金等の残っていない利益を除いた額は 155 億円となっている。

当該利益については、各法人の具体的な執行計画により、病院再開発のための施設・

設備の整備及び診療報酬改定の趣旨に則した医師等の処遇改善等として使用する予定

である。 

 

（参考１）附属病院における経常費用の推移 
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（参考２）附属病院における経常収益の推移 
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３．平成 22 年度決算の特徴的な会計 
    

（１）運営費交付金債務の繰越（東日本大震災関係） 

・ 国立大学法人等においては、運営費交付金を受領したときは、運営費交付金債務

として負債計上し、行うべき業務の実施と財源とが期間的に対応しているものとし

て、一定の期間の経過を業務の進行とみなし、この債務を収益化することを原則と

している。 

・ 平成 22 年度においては、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、天

災事変等による業務の中断等で、予定された業務が実施されていないと明らかに認

められる場合として、相当額を収益化せずに翌事業年度へ繰越した。 

・ この繰越は 39 法人において 83 億円であり、翌事業年度において業務を実施し、

収益化をすることとなる。 

（２）固定資産の減損（東日本大震災関係） 

  ・ 東日本大震災により、被災を受けた主な法人において減損を認識した建物及び設

備などは１億円で、中期計画等で想定した業務を行ったことにより生じた損益外処

理となった。 

・ 更に、減損が生じている可能性を示す事象（減損の兆候）が認められた建物及び

設備などは、101 億円で、被災のため遊休状態となっているが、今後、使用予定で

あるため減損を認識していない。 

・ なお、会計処理上の減損には該当しないが、本震災による法人の施設被害額は 400

億円を超えている。 

（３）資産除去債務 

・ 「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計

基準等検討会議 平成 23 年 1 月 14 日改訂）により、平成 22 年度から「資産除去債

務に係る会計処理」を適用している。 

  ・ 平成 22 年度末における資産除去債務残高は 58 法人の 84 億円である。主な対象と

した除去債務は、石綿障害予防規則等に基づくアスベストの除去、放射性同位元素

等による放射線障害の防止に関する法律に基づく除去、建設工事等に係る資材の再

資源化等に関する法律に基づく分別解体に要する費用である。 

（４）前中期目標期間繰越積立金 

・ 第１期中期目標期間の最終年度である平成 21 年度末における「目的積立金」、「積

立金」及び「当期未処分利益」等は、国庫

返納を除き、文部科学大臣による承認を行

い繰越した。この繰越は、「前中期目標期間

繰越積立金」として区分し、平成 22 年度末

における残高は、2,654 億円（うち 2,417

億円は会計上の観念的な利益等）である。 

・ 同様に取崩した場合には、「前中期目標期    

間繰越積立金取崩額」として区分し、平成  

22 年度の取崩額は、31 億円である。 
237

2,417

前中期目標期間繰越積立金残高

（平成22年度末）

2,654

(単位：億円）

会計上の観念的な利益等

業務の財源として特定

されているもの
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（詳しくは、別添の「別紙資料集」をご覧下さい。また、個別の国立大学法人等の財務諸

表については、各法人のホーム・ページ等をご覧下さい。） 

（お問い合わせ） 
○ 国立大学法人に関すること 

高等教育局国立大学法人支援課 課 長 補 佐 平野 浩之 
                 財務分析係長 眞鍋 浩二 
                 専 門 職 安倍 泉妃 

電話：03-6734-3767（直通） 
○ 大学共同利用機関法人に関すること 

研究振興局学術機関課 課長補佐 藤田 常 
           機構調整・共同利用係長 小暮 光生 
            電話：03-6734-4294（直通） 

 


